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■■１ この１年あまりの景気認識を振り返る 各種機関での業況総括判断推移の比較
年月 【国（内閣府）】 【近畿（日銀大阪支店）】 【経済調査室のフェーズ】 【大阪市<景気観測調査>】 【大阪市経済の動向】 年月

景気は、持ち直しに転じているが、自律性は弱く、東北地
緩やかな回復基調にあり 昨秋からの足踏み状

景気は一時的に足踏み感
需要 供給 雇用の全てが総じて堅調で 景気

3月
景気は、持ち直しに転じているが、自律性は弱く、東北地
方太平洋沖地震の影響が懸念される。また、失業率が
高水準にあるなど依然として厳しい状況にある

緩やかな回復基調にあり、昨秋からの足踏み状
態を脱しつつある

景気は 時的に足踏み感
を呈すも、持ち直し基調を
堅持

需要、供給、雇用の全てが総じて堅調で、景気
は持ち直しの動きを持続

3月

4月
景気は、持ち直していたが、東日本大震災の影響によ
り 、 このところ弱い動きとなっている。また、失業率が高
水準にあるなど依然として厳しい状況にある

緩やかな回復基調にあり、昨秋からの足踏み状態
を脱しつつあったが、足もとでは東日本大震災の
影響が生産面な どにみられはじめて いる

消費や雇用の一部に足踏み感が漂うものの、景
気は持ち直しの動きを持続

4月

5月
景気は、東日本大 震災 の 影響 により 、 このところ弱 い
動きとなっている。また、失業率が高水準にあるなど依然
として厳しい状況にある

緩やかな回復基調にあり、昨秋からの足踏み状態
を脱しつつあったが、このところ東日本大震災の
影響が生産面な どにみられて いる

一部に足踏み感が見られるなど震災の影響も
懸念されるが、景気は総じて持ち直しの様相

5月

< フェーズ Ⅷ>
東日本大震災による間接
被害の影響で 供給と需要
の両面が急縮した激震期

景気は震災の影響で 一
時的に失速 するも、持ち
直し基調は持続

として厳しい状況にある 影響が生産面な どにみられて いる
懸念されるが、景気は総じて持ち直しの様相

6月
緩やかな回復基調にあるが、このところ東日本大
震災の影響が生産面な どにみられて いる

工業系や輸出などに震災の影響がうかがわれ
るが、景気は総じて持ち直しの動きを持続

6月

7月
緩やかな回復基調にあるが、東日本大震災の影
響が生産面な どにみられて いる

工業系や雇用面で足踏み感が漂うが、景気は
総じて持ち直しを持続

7月

8月
海外関連の一部で弱含むも総じて堅調な動きを
示し、景気は持ち直しを持続

8月

月
需要面や生産で足踏みをうかがわせるも、景気

月

景気は、東日本大震災の影響により 依然として 厳しい
状況にあるものの、持ち直して いる

緩やかな回復基調にあり、震災の影響も薄れて
きて いる

〈 フェーズ Ⅸ〉
震災 のダメージ が復 旧し、

遅れを挽回する
復興期

景気は震災の影響をほぼ
脱し、再び持ち直し軌道
へ

景気は、東日本大震災の影響により 依然として 厳しい
状況にあるなかで、このところ上向きの動きがみられる

直し基調は持続

9月
需要面や生産で足踏みをうかがわせるも、景気
の持ち直しは緩やかに持続

9月

10月
景気は、東日本大震災の影響により 依然として 厳しい
状況にあるなかで、引き続き持ち直して いるものの、その
テンポは緩やかになっている。

緩やかな回復基調にあるが、海 外経済減速な ど
の影響が一部にみられ始めて いる

輸出などで軟調な様相を呈し、景気は持ち直し
を継続しつつもやや減速

10月

11月
輸出や鉱工業などに軟調な様相が拡大し、景気
は足踏み

11月

12月
需要や供給面の一部で弱含みの様相を呈する
も 景気は再び緩やかな持ち直し

12月

状況にあるものの、持ち直して いる きて いる

景気は、東日本大震災の影響により 依然として 厳しい
状況にあるなかで、緩やかに持ち直して いる

復興期

年末需要などにより景気
は持ち直し基調を持続

月
も、景気は再び緩やかな持ち直し

月

12年
1月

景気は、東日本大震災の影響により 依然として 厳しい
状況にあるなかで、引き続き持ち直して いるものの、その
テ ンポは緩やかになっている。

供給面の一部でやや弱含むも、景気は緩やかな
持ち直しが持続

12年
1月

2月
工業系や輸出が低調なものの総じて堅調に推移
し、景気は緩やかな持ち直しを持続

2月

3月
工業系や輸出にも回復の兆しが見られ、景気は
持ち直し基調が鮮明化

3月
景気は、東日本大震災の影響により 依然として 厳しい
状況にあるなかで、緩やかに持ち直して いる

景気は季節的影響等で小
康状態を呈するも、持ち直
し基調を維持

〈 フェーズ Ⅹ〉
外 的要 因により 、 本格回
復軌道に乗り 移れな い

遅鈍期足踏み状態となっている

4月
工業系や輸出に再び足踏み感が漂うも、景気は
緩やかな持ち直し基調を持続

4月

5月
工業系や輸出も復調気配で、景気は緩やかな
持ち直し基調を持続

5月

6月
工業系が再び弱含む以外は総じて堅調に推移
し、景気は持ち直し基調を持続

6月

7月
供給面で工業系は依然低調だが、需要、雇用は
概ね順調 景気は持ち直し基調を持続

7月

景気は製造業でやや下降
するも、全体では緩やかな
持ち直し基調を維持

景気は、依然として 厳しい状況にあるものの、復興需要
等を背景として、緩やかに回復しつつある

持ち直しの動きもみられるが、なお足踏み状態に
ある 厳

7月
概ね順調で、景気は持ち直し基調を持続

7月

8月
景気は、このところ一部に弱い動きがみられるものの、
復興需要等を背景として、緩やかに回復しつつある

輸出と工業系が低調に推移する以外は概ね
順調で、景気は持ち直し基調を持続

8月

9月
景気は、世界景気の減速等を背景として、回復の動きに
足踏 みがみられる

足踏み状態となっている
工業系は依然低調、雇用面が一部弱含むも、
その他は概ね順調で景気は持ち直し基調

9月

10月
景気は、引き続き底堅さもみられるが、世界景気の減速等
を背景として、このところ弱めの動きとなっている

景気は、消費や雇用で持ち直し基調が続くも、
その他は弱含みの様相が見られる

10月

11月
景気は、消費等が一部弱含むも、総じて底堅い

11月

全体として足踏み状態となっているが、一部に弱
めの動きがみられている。

ある 景気は節電要請など厳し
い環境下で一部が弱含
み、 回復の動きに足踏

み

〈 フェーズ Ⅺ〉
低迷する域外需要と
活発な 属地型需要

とに分かれる
離層期

年末需要などにより今期
の景気は足踏みから緩や
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11月
気

動きが持続
11月

12月
消費、雇用は底堅く、商業、サービス業、工業が
復調気配となり、景気は総じて堅調

12月

13年
1月

景気は、弱い動きとなっているが、一部に下げ止ま り の
兆しもみられる。

1月

景気は、世界景気の減速等を背景として、このところ弱い
動きとなっている。

弱めの動きとなっている。

の景気は足踏みから緩や
かな持ち直し

（１）長期にわたる国内総生産の推移

■■２ 国内総生産の動きが語る日本経済のトレンド

（１）長期にわたる国内総生産の推移

・この数年では、2007年度をピークに経済規模が縮小している現実を直視すべき

・実質（2005年基準）のＧＤＰでは2011年度には08年度を上回る513兆円までに回復した

ものの、名目では470兆円余りで1991年度と同水準となり、底這い状態

国内総生産の推移と成長率の動向（総生産：兆円） （成長率：％）
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■■２ 国内総生産の動きが語る日本経済のトレンド

（２）四半期毎の国内総生産の動きと見通し

（％）〔季節調整系列 年率換算〕

・7-9月期のGDPは4-6月期と比較して年率で-3％以上と大きく減少。外需の寄与度は－2.8％
・12年度見通しは10月時点より0.8～0.7ポイントも下方修正の0.28(名目)､0.99(実質)
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（％）〔季節調整系列、年率換算〕
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（兆円） 《 12年度成長率のゲタ 》
実質：1.7％
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日本経済研究センター「ESPフォ
ーキャスト調査」2013/1

注：2012・13・14年度の見通しは、民間
エコノミストの見通しの平均値（を使
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■■２ 国内総生産の動きが語る日本経済のトレンド

（３）四半期毎の国内総生産の動きと為替水準

520

530

名

名目国内総生産の動きと名目為替水準(四半期)

97年Ⅳ期

2000年

Ⅳ期
b

名目国内総生産の動きと名目為替水準(四半期)(兆円)

97年Ⅳ期

b

●「円高不況」を検証する

・経済活動を示す国内総生産は様々な要因が複合されて
変動す 当然 影響

510

520名
目
国
内
総
生

アジア通貨危機
阪神大震災後

の復興需要

アフガン戦争

の影響

01年Ⅰ期Ⅳ期

08年Ⅱ期

a

c

アジア通貨危機
阪神大震災後

の復興需要

アフガン戦争

の影響

01年Ⅰ期

08年Ⅱ期

a

c

変動することは当然であるが、ここではその影響要因
の一つである為替レート(円/ドル・四半期平均)と名目
GDP(四半期、季節調整値)との関係を分析する。

・1994年Ⅰ期から2012年Ⅲ期までの75期について分析す
と相関係数 と極 有意 あ

490

500

生
産(

季
済)

08年Ⅲ期

の影響

03年Ⅰ期
08年Ⅲ期

の影響

03年Ⅰ期

ると相関係数は+0.75と極めて有意である。
・よって、図中の四角ゾーンのような関係が認められる。

ただし、特異な事象が生起した下記の時期は例外。
a. 阪神大震災後の復興需要

ジ 通貨危機 本通貨 波及的影響

480
1994年
Ⅰ期

12年Ⅲ期

○ 1994年Ⅰ期～97年Ⅳ期

□ 98年Ⅰ期～2000年Ⅳ期金融危機
d

1994年
Ⅰ期

12年Ⅲ期

○ 1994年Ⅰ期～97年Ⅳ期

□ 98年Ⅰ期～2000年Ⅳ期金融危機
d

b. アジア通貨危機の日本通貨への波及的影響
c. アフガン戦争の影響（有事のドル買い）
d. 金融危機による影響の深刻化
e. 東日本大震災によるサプライチェーンの崩壊
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90.9円/ドル(1/30日・16時)
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- 08年Ⅲ期～12年Ⅲ期東日本

大震災

金融危機

深刻化e

(円/ドル)

為替レート(東京)

90.9円/ドル(1/30日・16時)

□ 98年Ⅰ期 2000年Ⅳ期

▲ 01年Ⅰ期～08年Ⅱ期

- 08年Ⅲ期～12年Ⅲ期東日本

大震災

金融危機

深刻化e

●今後の円安で国内総生産はどうなるか？
（相関図からの試算）

為替レート(期中平均)

資料: 内閣府「国民経済計算」、日本銀行資料
注：為替レートは、東京市場における月中平均値の各３ヵ月の平均値を四半期

平均として使用

（相関図からの試算）

12年Ⅳ期 80円/ドル ⇒ 約475兆円 (+  1.6%／年)  

13年Ⅰ期(仮定) 90円/ドル ⇒ 約485兆円 (+ 8.6%／年)
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（品目別増減率(％)
（１） 品種別、国・地域別輸出動向

■■３ 低調に終始した2012年の近畿圏の輸出
近畿の主要品目別、国・地域別輸出額の増減と全国に占めるシェア
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・2010年に２割増加した近畿の輸出総額は、震災
の影響などにより、11年は＋１％増とほぼ横ばい。
12年の合計は前年同期比－6.8％と3年ぶりに減少。
品種別では11年は電子部品や電気機器以外は堅調
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（-2.6％）原料別製品
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中国
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アメリカ

・品種別では11年は電子部品や電気機器以外は堅調
に増加したが、12年は輸送用機器が3.5％のプラスと
なっている以外は-3～-11％の範囲で減少。

・国・地域別では、 12年はその他アジア、アメリカがプ
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国 地域別では、 12年はその他アジア、アメリカがプ
ラスで推移しているが、前年と比べてEUで2割近く､
中国は1割近くの減少となった。

近畿の主要品目別輸出額の動向 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 （ ）

8

10 

12 

14 

16 

18 
（兆円）

10 
15 
20 
25 
30 
35 
（品目別増減率(％)）

化学製品 原料別製品 一般機械 電気機器

（半導体等電子

半導体等

電子部品
輸送用

機器等
その他

2011/10年

0 

2 

4 

6 

8 

2006 07 08 09 10 11 12（年）

-15 
-10 
-5 
0 
5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 （％）
2010年輸出品金額構成比

部品以外）

2006 07 08 09 10 11 12（年）

化学製品 原料別製品

一般機械 電気機器（半導体等電子部品以外）

半導体等電子部品 輸送用機器等

その他 20 

25 

30 

35 
（品目別増減率(％)）

化学製品 原料別製品 一般機械 電気機器

（半導体等電子
半導体等

電子部品
輸送用

2010/09年

0 

5 

10 

15 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 （％）
2009年輸出品金額構成比

部品以外） 輸送用

機器等 その他

6(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

（資料） 大阪税関「貿易統計」
注： “輸送用機器等”には近畿でシェアの小さい鉱物性燃料、原料品、食料品を含める。

2012年12月のみ速報値。
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■■３ 低調に終始した2012年の近畿圏の輸出
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7(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

（資料）近畿：大阪税関「貿易統計」より
中国、韓国、台湾：統計所管部局のＨＰより

(注)台湾の輸出・入におけるEUは、英仏独伊蘭の合計値



■■４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

（１）季節調整後の対前期比景況判断ＤＩ

30

DIDI

（１）季節調整後の対前期比景況判断ＤＩ

総括：景気は2年ぶりに2期連続で下降、大企業と製造業で反転上昇となったが、中小企
業と非製造業では前期に続き下降した。
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（注）季節調整方法については

8(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 8

（資料）「大阪市景気観測調査」、
「大阪市民経済計算」

（注）季節調整方法については
経済調査室のＨＰに掲載
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（２）前年同期比と前期比を組み合わせた「景気動向クロス判定による現状評価」

■■４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

① 2009になって3期続いて下げ止まり状態に位置
しているが、前年比では－25ﾎﾟｲﾝﾄ超の状況が

続いており、底打ち確認とは断定できず
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9(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 9
（資料）「大阪市景気観測調査」をもとにデータ加工して制作
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（３）主要指標のＤＩ変化と状況認識 （平成23年10-12月～25年1-3月）

■■４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

増加 黒字 上昇 上昇 上昇 順調 不足上昇

原材料価格 製・商品単価 資金繰り 雇用状況

6060

平成14年の調査開始以降平成20年Ⅲ期までの期間での業況判断の最高期*(平成17年10-12月)

平成14年の調査開始以降平成20年Ⅲ期までの期間での業況判断の最低期*(平成14年1-3月)

〔凡例〕
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つつあり、製・商品単価の
DIも横ばい圏
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ストック的 営業利益は判断・水準とも
にやや改善。

資金繰りは9期連続の
プラス水準で近年最高｡（元資料）「大阪市景気観測調査」

雇用は不足感が
引き続き強まる。

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

■■４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

（４）業況への影響要因にみる注目点

【業況上昇企業】・年末需要期であり、「季節的要因」が17.7ポイントの大幅増で63.2％となり最多。最多は業種・規模で共通。
7-9月期の製造業で40％を占めた「販売・受注価格の上昇」 も20ポイント下降し今期は22％

・大企業で「内需の回復」要因が10ポイント上昇した以外は、目立って増えた要因は無し

（４）業況への影響要因にみる注目点

【業況下降企業】・ 7-9月期に続き、「内需の減退」要因が業種・規模を問わず、トップに位置している。特に大企業で15ポイ
ント増加している。

総括判断：季節的に年末需要期であり、それを獲得できた企業は業況が改善したが、他方、獲得し得なかった企業は業況悪化総括判断 季節 年末需要期 あり、そ を獲得 業 業況 改善 、他方、獲得 得な 業 業況
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（５）企業規模による回復格差の観点から

■■４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

DIDI

（５）企業規模による回復格差の観点から

⇒ ４人以下の零細規模では、業況は僅かに下降、資金繰りは低水準で横ばい。要注視の状況は変わらず。

【 業況（前期比） 】 【 資金繰り（前期比）】
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1212（資料）「大阪市景気観測調査」のデータを加工して制作(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

《 試算 》景況調査の市内５エリア別分析 【市平均との格差で捉えたエリア別状況】

■■４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

《 試算 》景況調査の市内５ リア別分析 【市平均との格差で捉えた リア別状況】
・5項目共通して言えることは、中心部の企業が市平均よりもかなり良いことであり、7-9月期、4-6月期調査でも同じ傾向。

・その他のエリアでは北東部が業況や営業利益でやや高め。ただし、同じく非製造業が多くを占める中央南部エリアでは、
営業利益や資金繰りでは特に市平均をかなり下回る状況。東部や西部エリアは総じて市平均を少し下回る状況。

【 市内を５エリアに分類 】 【 今期の業況 （前期比） 】 【 来期の業況 （今期比） 】

【 凡 例 】
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西部

【 営業利益判断 （黒字⇔赤字） 】 【 資金繰り （順調 窮屈） 】 【 雇用状況 （不足 過剰） 】
エリア 従業員

産業特色 【 営業利益判断 （黒字⇔赤字） 】 【 資金繰り （順調⇔窮屈） 】 【 雇用状況 （不足⇔過剰） 】   

リア
(サンプル数)

従業員
規模

産業特色

東部
(175)

小 製造業

中央南部
(112)

小 非製造業

中心部
(222)

大 非製造業

北東部
(171)

やや大 非製造業

西部
(129)

中 製造業

1313（資料）「大阪市景気観測調査」のデータを加工して制作(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

(129)
中 製造業

全市
(831)

 1～ 4人:25.5%
 5～49人:49.1%

50人以上:25.5%

　 製造業:25.5%
 非製造業:73.5%



毎月の指標で見る大阪市経済

Ⅰ 需要（支出）セクターⅡ 供給（生産）セクター

（１）毎月の指標動向一覧 （2012年12月発表資料より）■■５ 月次指標で捉える大阪経済の動向

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

1.貸ビル貸室
面積

影 響影 響

1.月間人口動態

月間世帯動態

2.卸売業販売額
指数※全国

3.中央卸売市場
取扱高

(

商
業
系)

3.消費者物価指数
（総合）

（市内消費）
大型 売店

1. 輸入額
※大阪港、関空 8 9 10 11

↗ → ↗ →
8 9 10 11 8 9 10 11

↓
8 9 10 11

8 9 10 11

（来訪者）
2.地下鉄・ニュー

月間世帯動態

4.貸ビル利用
稼動面積

5.企業向けサービス価格
指数※全国

(

サ
ー

4.家計消費支出

1.大型小売店
販売額《スーパー》

2.大型小売店

域
内
需
要

一
般
消
費

(

民
間

2.貸ビル
空室率（色逆）

★ ★

★

8 9 10 11

↗ → ↗ →

→ ↘ → → → ↓ ↗ ↗

8 9 10 11

↗ ↗ ↑ →

8 9 10 11

↗ ↓ ↓ ↑

8 9 10 11

→ → ↑ →

8 9 10 11

8 9 10 11

↘ ↘ ↘ →

8 9 10 11

↑ ↘ ↓ ↓

8 9 10 11

→ → ↘ ↑

→ → ↗ ↗

3.着工新設住宅

地下鉄
トラム乗車人員

6.第3次産業活動指数《対
事業所サービス業》※全国

ー
ビ
ス
業
系)

3.産業用建築物
着工床面積
※大阪市

7. ホテル客室稼働率

2.大型小売店
販売額《百貨店》

5.第3次産業活動指数
《対個人サービス業》
※全国

間
支
出)

★ ★

7 8 9 10

↓ ↗ ↑ →

8 9 10 11

↓ ↘ ↑ ↗

↗ ↗ ↑ → ↗ ↓ ↓ ↑

7 8 9 10

↗ ↘ ↓ ↑

7 8 9 10

→ ↘ ↘ ↗

↘ ↘ ↘ →

↑ ↓ ↓

8 9 10 11

8 9 10 11

↗ ↘ → ↑

底入れ

戸数

4.機械受注額
※全国

（生産活動）
9.鉱工業生産指数
※大阪府

10.工業用ガス
消費量※大阪府

(

工
業
系)

8.企業物価指数
※全国

（需要環境）
4 国内総生産

域
外
需
要

6. 輸出額
※大阪港、関空

7.外国人入国者数
※大阪港、関空★

↓ ↗ ↑

8 9 10 11

→ → ↘ →

7 8 9 10

→ ↘ → ↓

8 9 10 11

↗ ↗ ↘ →
8 9 10 11

↘ ↘ ↗ ↑

8 9 10 11

↑ ↘ ↗ ↘7 8 9 10

↓ → → ↑

8 9 10 11

↘ → ↑ ↘

消費 大阪府

11.企業倒産件数
（色逆）

(

総
合)

（資金需要）

12.銀行貸出残高

13.保証承諾額
（色逆）

4.国内総生産
※実質

8.雇用保険受給者数

（色逆）

(

政
府
支
出)

★
8 9 10 11

↓ ↘ ↑ ↗

8 9 10 11

→ ↗ → ↘

8 9 10 11

→ → ↘ →

7 8 9 10

↗ ↘ ↗ →

8 9 10 11

↘ ↘ ↗ ↓

8 9 10 11

↑ ↓ ↑ ↘

1.完全失業率（色逆）※近畿

Ａ．雇用状況

2.一般職業紹介状況

有効求人数

有効求職者数（色逆）

Ｂ．雇用環境

1.常用雇用指数※大阪府

影 響

2.所定外労働時間指数
※大阪府

3.定期給与指数
※大阪府 ★

★

8 9 10 11
↑ ↑ ↑ →

↘ ↘ ↑8 9 10 8 9 10 8 9 10 8 9 10 11

2Ⅲ 雇用・所得セクター

有効求職者数（色逆）

有効求人倍率

※凡例と図の見方は次ページ
★の指標に関しては、矢印の向き判定に用いるしきい値を変更した
ため、遡及改訂した矢印を表記している。詳細は、14ページ参照。

★
★

・ ・ ・

↘ ↘ ↑ →

↑ ↑ ↗ ↗
7 8 9 10

↘ → ↗ ↗

7 8 9 10

↓ ↓ ↑ ↗

7 8 9 10

↓ ↘ ↑ ↗

8 9 10 11

→ ↘ → →

14(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

図の見方凡例

Ⅰ 需要（支出）セクターⅡ 供給（生産）セクター Ⅰ 需要（支出）セクターⅡ 供給（生産）セクター

4.家計消費支出 月

番号．指標名

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

内
需

商業系

サービス業系
民間支出

影響影響

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

内
需

商業系

サービス業系
民間支出

影響影響

■矢印の見方 ※向きの決定方法については本編「利用上の注意」参照

4.家計消費支出 月

前月からの変化を矢印で区分し、
色で意味を表現

3 4 5 6

↗ ↘ ↘ ↗

外
需工業系

総合 政府支出

外
需工業系

総合 政府支出

↗

→

↘

前月と比較して増加

前月と比較して横ばい

前月と比較して減少

↑ 前月と比較して大きく増加

Ⅲ 雇用・所得セクター

Ａ．雇用状況 Ｂ．雇用環境影 響

Ⅲ 雇用・所得セクター

Ａ．雇用状況 Ｂ．雇用環境影 響

景況にプラスの方向

■色の見方

↘ 前月と比較して減少

↓ 前月と比較して大きく減少

■直近4ヶ月の大阪市経済の変化を読む

図では、経済情勢を俯瞰するために、Ⅰ需要（支出）、Ⅱ供給（生産）、Ⅲ雇用・
所得の３つのセクターに分けて整理した。

Ⅰ 需要（支出）セクタ

景況にマイナスの方向

景況に変化なし

景況 ラ 方向

◎ただし、以下の７つの指標については指標の意味する内容に鑑み、矢印と
色 対応が逆にな る Ⅰ 需要（支出）セクター

A.顕在需要は、一般消費（小売・サービス等最終消費者向け）等や輸出等の需
要を中心とした民間支出と、大阪市等による政府支出によって需要の動向を表
す。
B.潜在需要は顕在需要に影響を与える数字を表す。

Ⅱ 供給（生産）セクタ■大阪市とそれ以外の指標

色の対応が逆になっている。
雇用保険受給者数、企業倒産件数、保証承諾額、貸ビル空室率、完全失業
率、有効求職者数 これらの指標は、「（色逆）」で表示。

表記なしの場合 （色逆）の場合↗ ↘↑ ↓ ↘ ↗↓ ↑

Ⅱ 供給（生産）セクター

A.稼動水準は、卸を中心とした商業系、事業所を対象とするサービスを提供する
サービス業系、製造業を中心とした生産活動を行う工業系、倒産件数や資金需
要など産業活動を総合的に捉えた総合の４分類で、供給の動向を表す。

B.建物・設備は、各産業活動の稼動水準に影響を与える建物・設備等の状況を
表す。

■大阪市とそれ以外の指標

指標はなるべく大阪市の範囲に近いものを優先して掲載しているが、大阪
市の指標がないものは、大阪府、近畿、全国などの広範囲の指標を代用
している。

◇大阪市の指標（枠は実線） ◇大阪市より広域の指標（枠は破線）

15(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 15

Ⅲ 雇用・所得セクター
Ａ．雇用状況は、雇用者サイドから、Ｂ.雇用環境は被雇用者サイドから、雇用・所
得の状況を表す。

4.家計消費支出 5.第3次産業指数
《対個人サービス業》
※全国

例＞ 例＞



全国大阪市
全国大阪市

Ⅰ 需要（支出）セクター
Ａ．顕在需要

2.大型小売店販売額《百貨店》〔大阪市〕1.大型小売店販売額《スーパー》〔大阪市〕

◇グラフ凡例の表示 [季]および[季済]は季節調整値。表記がないものは
原数値。詳細は「利用上の注意」参照。

１１月の販売額は反転増加となり、近年の最高水準を更新 大型店の増床もあり、１１月の販売額は増加し、近年の最高水準を更新

◇グラフコメントについて グラフに季節調整値と原数値が併記されている
場合は、季節調整値の動きについて言及。

18

19

20

2,200

2,400

2,600
（十億円/日）（百万円/日）

大阪市販売額［季］

全国販売額［季］

36

38

640

660

680

全国

（十億円/日）

阪市

(百万円/日)

14

15

16

17

1,400

1,600

1,800

2,000

32

34

580

600

620

12

13

1,000

1,200

,

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

2010年 2011年 2012年

28

30

540

560

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

2010年 2011年 2012年

大阪市販売額［季］

全国販売額［季］

40010,000

原数値

（千円/月）

季節調整値

（円/日）

資料：経済産業省「商業動態統計調査」 注：季節調整値（「利用上の注意」参照）資料：経済産業省「商業動態統計調査」 注：季節調整値（「利用上の注意」参照）

4.家計消費支出〔大阪市〕

家計消費支出は３ヶ月連続で減少

25025

全国

（十億円/日）

大阪港・関空

(十億円/日）

6. 輸出額 〔大阪港・関空〕

１１月の輸出額は大阪港・関空ともに微増。合計では横ばい

300

350

8,000

9,000

150

200

250

15

20

25

200

250

6,000

7,000

大阪市 全国
50

100

5

10

大阪港［季］ 関空［季］

1505,000
10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

2010年 2011年 2012年

大阪市［季］ 全国［季］

資料：総務省「家計調査報告（二人以上の世帯）」

注：季節調整値（「利用上の注意」参照）を3ヶ月後方移動平均した値

00
10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

2010年 2011年 2012年

大阪港［季］ 関空［季］

大阪港[季]+関空[季] 全国［季］

資料：大阪税関「貿易統計」 注：季節調整値（「利用上の注意」参照）
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人口・世帯数 人口・世帯増減

Ｂ．潜在需要

1. 月間人口・世帯動態〔大阪市〕

１１月の人口数 世帯数はともに横ばい

7.外国人入国者数〔大阪港・関空（参考・大阪府）〕

１０月の入国者数は 日中関係悪化の影響などにより減少

3 000

4,000 

5,000 

30

40 

50 

(千人・千世帯)
世帯増減

(人・世帯/月)

毎月の人口増減 毎月の世帯増減

2010年1月1日を基点とした人口 2010年1月1日を基点とした世帯数

１１月の人口数、世帯数はともに横ばい

0

20

40

60

7

8

9

10
外国人入国者数(関西空港+大阪港)(左軸)[季]

ビジット大阪指数(対前期比DI)(右軸)

（千人/ 日）

１０月の入国者数は、日中関係悪化の影響などにより減少

1,000 

2,000 

3,000 

10 

20 

30 

-80

-60

-40

-20

0

3

4

5

6

7

見通し

-1,000 

0 

-10 

0 

8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

2010年 2011年 2012年

-140

-120

-100

0

1

2

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2010年 2011年 2012年

資料 法務省「出入国管理統計」 大阪府「「ビジ ト大阪指数」調査結果」

4,500

全国

（千戸）

大阪市

（戸）

資料：大阪市「推計人口」 注：2010年1月1日の人口・世帯：2,652,436人・1,291,734世帯。

2.地下鉄・ニュートラム乗車人員 〔大阪市〕 3.着工新設住宅戸数〔大阪市〕

2 400

（千人/日） １１月の乗車人員は前月に続き増加し、近年の最高水準を更新 １１月の着工新設住宅戸数は反転減少となるも、前年平均並みの水準

資料：法務省「出入国管理統計」、大阪府「「ビジット大阪指数」調査結果」

注： 注：季節調整値（「利用上の注意」参照）。 「ビジット大阪指数」は四半期毎（「各資料の出典と用語解説」参照）。

60 

80 

2 500

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

大阪市

全国
2,250

2,300

2,350

2,400
乗車人員［季］

20 

40 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 全国

2 050

2,100

2,150

2,200

0 0 

500 

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

2010年 2011年 2012年

資料：国土交通省 「建築着工統計調査報告」
17

2,000

2,050

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

2010年 2011年 2012年

資料：大阪市 注：季節調整値（「利用上の注意」参照）



30 1,960 
（千坪）（千坪）

稼動貸室面積の毎月の増減分(右軸)

4.貸ビル利用稼動面積〔大阪市（大阪ビジネス地区）〕

１１月の稼働面積は横ばいとなるも、引き続き高水準を維持
全国

(十億円/日)

大阪港・関空

(十億円/日)

Ⅱ 供給（生産）セクター Ａ．稼動水準

1.輸入額 〔大阪港・関空〕

１１月の輸入額は大阪港で微減、関空で増加し、合計では前月に続き増加

0

10 

20 

1 900

1,920 

1,940 

稼動貸室面積の毎月の増減分(右軸)

稼動貸室面積(左軸)

120

150

20

25
(十億円/日)(十億円/日)

大阪港［季］ 関空［季］

大阪港[季]+関空[季] 全国［季］
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-30 1,840 
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大阪ビジネス地区＝主要6地区（梅田、南森町、淀屋橋･本町、船場、心斎橋･難波、新大阪）

資料：三鬼商事(株)「地域別オフィスデ タ」『大阪』

00
10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

2010年 2011年 2012年

資料：大阪税関・財務省「貿易統計」

160 
生産［季済］ 出荷［季済］

2005年を100

とする指数

182.190.0 
(％)

9.鉱工業生産指数〔大阪府〕7.ホテル客室稼働率〔大阪〕

１０月の客室稼働率は、大規模国際会議開催の影響などで６ヶ月ぶりに上昇 １０月の指数は、生産が上昇し、在庫は下降。ただし、出荷は反転下降

資料：三鬼商事(株)「地域別オフィスデータ」『大阪』資料 大阪税関 財務省 貿易統計」

注：大阪港と全国は製品類・食料品、関西空港は全商品の輸入額。季節調整値（「利用上の注意」参照）。
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資料：大阪府「大阪の工業動向（月速報）」 注：季節調整値（「利用上の注意」参照）

注：2011年6月の在庫率指数は「化学工業」の特異な値が影響した動きとなっているが、詳細は不明。

70.0 
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資料：日本経済新聞社 注：大阪の主要ホテルの平均。季節調整値（「利用上の注意」参照）。 18

250 

（千㎡）

鉱工業以外

3.産業用建築物着工床面積〔大阪市〕

１１月の着工床面積は反転減少となるも、今年3番目に高い値

12,700 13 
(円/坪)(％)
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１０月の指数は、製造業で反転上昇となり、全産業も前月に続き上昇 １１月は求人数、求職者数は横ばい。求人倍率は僅かに上昇
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9月 ：工業系は依然低調、雇用面が一部弱含むも、その他は概ね順調で景気は持ち直し基調

■■５ 月次指標で捉える大阪経済の動向 （２）大阪市経済の現状
（2012年12月）

需要面では 般消費が 部に弱めの動きがあるも総じて順調 輸出等の域外需要は低調

12月 ： 消費、雇用は底堅く、商業、サービス業、工業が復調気配となり、景気は総じて堅調

10月：景気は、消費や雇用で持ち直し基調が続くも、その他は弱含みの様相が見られる
11月：景気は、消費等が一部弱含むも、総じて底堅い動きが持続

【Ａ 顕在需要】

需要面では、一般消費が一部に弱めの動きがあるも総じて順調。輸出等の域外需要は低調。
供給面では、商業系で持ち直しが持続し、サービス業系も堅調さを取り戻す動き。工業系も底打ちの兆しで、総じて復調気配。
雇用面では、大阪府下の雇用状況に改善の動きが見られ、市内の雇用環境は堅調さを維持しており、持ち直しの動きが持続。

Ⅰ 需要（支出）セクターⅡ 供給（生産）セクター
【Ａ．稼動水準】

✧商業系 輸入額(11月)は大阪港で微減、関空で増加し、合計では前月に
続き増加。全国の卸売業販売額指数(11月)は横ばい。中央卸売市場取扱高
(11月)は前月に続き増加。商業系は、持ち直しの動き。

✧サービス業系 貸ビル稼働面積(11月)は横ばいとなるも、引き続き高水準

【Ａ．顕在需要】

✧一般消費 大型小売店販売額(11月)は、スーパーで反
転増加。百貨店でも、大型店の増床もあり3ヶ月ぶりの
増加。家計消費支出(11月)は3ヵ月連続で減少。消費者
物価指数(11月)は横ばい。一般消費は一部に弱めの動き
が見られるも総じて順調✧サ ビス業系 貸ビル稼働面積(11月)は横ばいとなるも、引き続き高水準

を維持。全国の企業向けサービス価格指数(11月)は3ヶ月ぶりに上昇。全国
の対事業所サービス業指数(10月)は3ヶ月ぶりに上昇。ホテル客室稼働率(10
月)は6ヶ月ぶりに上昇。サービス業系は堅調さを取り戻す動き。

✧工業系 全国の企業物価指数(11月)は横ばい。大阪府の鉱工業生産指数(10
月)は 生産で上昇し 在庫は下降 大阪府の工業用ガス消費量(11月)は前

が見られるも総じて順調。

✧輸出等の外需 輸出額(11月)は横ばい。関空などへ
の外国人入国者数(10月)は日中関係の悪化の影響などに
より減少。域外需要は総じて低調。

✧政府支出 雇用保険受給者数、支給金額（11月)は反転
減少

月)は、生産で上昇し、在庫は下降。大阪府の工業用ガス消費量(11月)は前
月に続き増加。工業系は底打ちの兆し。

✧総合 企業倒産件数(11月)は前月に続き増加。銀行貸出残高(11月)は小幅
に減少。保証承諾額(11月)、保証承諾件数(11月)ともに横ばい。

【Ｂ．建物・設備】

貸ビル貸室面積(11月) は横ばい 貸ビル空室率(11月) は横ばい 産業用

減少。

【Ｂ．潜在需要】
人口(11月)、世帯数(11月)ともに横ばい。地下鉄乗車
人員(11月)は前月に続き増加。着工新設住宅戸数(11月
)は反転減少となるも前年平均並みの水準。国内総生産

貸ビル貸室面積(11月) は横ばい。貸ビル空室率(11月) は横ばい。産業用
建築物着工床面積(11月)は反動で減少となるも、高水準を維持。全国の機械
受注額(10月)は横ばい。

)は反転減少となるも前年平均並みの水準。国内総生産
(11月)は反転減少。総じて潜在需要の環境は底堅い動
き。

【Ａ．雇用状況】

大阪府の常用雇用指数(10月)は前月に続き上昇 大阪府の所定外労働時間指数(10月) 定期給与指数(10月)も前月

20

大阪府の常用雇用指数(10月)は前月に続き上昇。大阪府の所定外労働時間指数(10月)、定期給与指数(10月)も前月
に続き上昇。府下の雇用状況は改善の動き。

【Ｂ．雇用環境】

近畿の完全失業率(11月)は横ばい。一般職業紹介状況(11月)は、求人数、求職者数が横ばいで、有効求人倍率は僅
かに上昇。雇用環境は堅調。

Ⅲ 雇用・
所得セクター

（１）内閣府の景気ウォッチャー調査より

調査サンプルの構成比■■７ 最近の経済トピックス
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関連サービス関連
家計動向関連 企業動向

関連小売関連
・家計動向関連の現状水準ＤＩは3地域ともに12月には現状水準、先
行き方向性ともに大幅に改善。特に近畿は現状水準で42を超え、先
行きも52と明るい。今後の回復が期待される。
・（参考として逆算した）企業動向＋雇用ＤＩでも類似の動きで3地域と

東海

南関東
もに12月には特に先行き方向性で大幅に改善。近畿は現状水準で
ほぼ45に回復し、先行きでは57を上回るなど期待は大きい。
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（出所）内閣府
「景気ウォッチャー調査」

(公財)大阪市都市型産業振興センター
経済調査室 作成
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（２）最近の「大阪産業創造館ネットモニター調査」結果より

■■７ 最近の経済トピックス
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① 業況の推移（図．１）

・前年同月と比べたDIでは10～12月にかけて、マイナスで
横ばい圏の動き。「上昇好転」は増加傾向。

図1 10、11、12月の景況判断
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・前月と比べた景況DIは11月に落ち込んだものの、12月に
はほぼ±0にまで回復。横ばい圏で推移。

・３ヵ月後のDIは、1、2月とも6.5であったが、 3月は34.6と大
幅に改善。明るい見通し。
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幅に改善。明るい見通し。
明るい見通しの背景には、新政権による大胆な金融緩和
や経済政策への期待があるものと考えられる

② 中国との関係悪化等による影響（図．２、３ 〔10月調査〕）
図2 日中関係の悪化などによる中国ビジネスへの影響

・日中関係の悪化等によって、「影響がすでに生じている」と
する割合が最も多かったのは、「中国から受注している国内
取引先からの受注減」で13.0％、次いで「輸出の遅延」が9.1
％。

図2 日中関係の悪化などによる中国ビジネスへの影響
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22(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 22（出所） 「大阪産業創造館ネットモニター調査」 http://www.sansokan.jp/tyousa/movement/monitor.html
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59.7 であった

■■７ 最近の経済トピックス

③ 金融円滑化法に関して （図．４、５〔１１月調査〕） 図４ 金融円滑化法が終了 図５ 金融円滑化法終了による③ 金融円滑化法に関して （図．４、５〔１１月調査〕）

・影響があるとする回答（「大きな影響がある」と「やや
影響がある」の合計）は4割（37社）。

・影響の内容としては、 「取引先の経営悪化などによ
る間接的影響」が2/3で最多。「資金繰りの悪化」が 大きな影響

が

(%)(%)

することによる貴社への影響

80
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図 融 滑化法終了 る
具体的な影響（複数回答）

※図４で「大きな影響がある」もしくは「やや影響
がある」と回答した人のみ

る間接的影響」が2/3で最多。 資金繰りの悪化」が
1/3、「経営悪化や事業の縮小」が1/4。「事業継続
への重大な支障」という回答も1/5に迫った。

④ 円安・為替水準に関して（図．６、７ 〔 １２月調査〕）
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（３）日本は世界からどのように見られているか Ａ:「主要国イメージ調査」から

■■６ 最近の経済トピックス
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図１ 「世界に良い影響を与えている」ランキング 図２ 各国の日本に対する評価
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・日本は「世界に良い影響を与えている」ランキングで1位、中韓も評価を上げる （図１）

英BBC放送は 読売新聞社などと共同して22か国で世論調査「Country Rating Poll」を実施し 国際社会に及ぼす影響

(注) 図中( )内の数値は、2010年の当該数値を意味し、矢印表記は10年から
12年の上下動を意味する。

（資料）BBC 「Country Rating  Poll」( 2010、2012)より作成

(注) 図中( )内の数値は、2010年の当該数値を意味し、矢印表記は10年から
12年の上下動を意味する。

（資料）BBC 「Country Rating  Poll」( 2010、2012)より作成

英BBC放送は、読売新聞社などと共同して22か国で世論調査「Country Rating Poll」を実施し、国際社会に及ぼす影響
を国別に評価した。その結果、日本は「世界に良い影響を与えた」という評価を欧米を中心に広くいただいた。総合では
58%に達し、2008年以来4年ぶりに世界1位に返り咲いた。中国、韓国も2010年と比べて評価を高めた。

・中国、韓国からは依然として厳しい評価 （図２）

24

中国、韓国の日本に対する評価では、「世界に悪い影響を与えた」が過半を占める。韓国では58%、中国では63%が日本
が「悪い影響を与えた」と回答。逆に、「良い影響」は韓国で38%、中国で16%に過ぎず、この傾向は2010年より強まった。

・日本は自国への評価に消極的 -謙遜か自信のなさか？ （図２）
(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 24

Ａ:「主要国イメージ調査」から Ｂ: 「日中世論調査」から

■■６ 最近の経済トピックス
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（資料）言論NPO・中国日報社「日中世論調査」より作成
(注) 図中( )内の数値は 2010年の当該数値を意味し 矢印表記は10年から

・日中韓における相互の評価は悪化傾向（図３）

日本に対する中韓の評価のみならず 中国に対する日韓の評価も「悪い影響を与えた」が各々1/2 2/3を占める

(注) 図中( )内の数値は、2010年の当該数値を意味し、矢印表記は10年から
12年の上下動を意味する。

（資料）BBC 「Country Rating  Poll」( 2010、2012)より作成

日本に対する中韓の評価のみならず、中国に対する日韓の評価も「悪い影響を与えた」が各々1/2、2/3を占める。
韓国に対する日中の評価は、「悪い影響を与えた」が相対的に少ない。2010年と比較すると、日中韓における相互の
評価は悪化傾向にある。

・日中間では、領土・歴史問題が互いの印象を悪化させる（図４）

25

言論NPOなどが実施した『日中世論調査』では、互いの印象を悪化させている要因を調査。「尖閣諸島を巡る領土問題」
は日中で共通するが、日本では「自己中心的な行動」などが多く、中国では「日中戦争などの歴史」、「歴史認識が不当」
などが悪い印象の主要因であるとしている。

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 25



Ｃ:「日中韓経営者アンケート」から

■■６ 最近の経済トピックス

図５ 2011～13年における、各国経済の現状認識の変化 図６ 円の為替水準（対ドル）に対する各国の認識と見通し
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（資料）日本経済新聞ほか「日中韓経営者アンケート」より作成

●円安への見通し強まる（図６）

2013年末における円/ドルの為替水準見通しは、日本人、
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表 世界 企業 競争力を左右する条件

韓国人で円高から円安への大幅なシフトが見られた。
12年末時点での為替水準に対する認識は、各国で大きく
相違しており、中国人は「適正な水準」と認識。

(注)元データを加重平均してDIを独自算出し図示
（資料）日本経済新聞ほか「日中韓経営者アンケート」より作成

表１ 世界で企業の競争力を左右する条件

日本人
回答
割合 中国人

回答
割合 韓国人

回答
割合

① グローバル人材 75.7 技術力 52.0 グローバル人材 65.5

② 各国市場への対応力 62.6 グローバル人材 49.0 技術力 60.2

③ 事業を進めるスピード 42.1 製品・サービスの品質 46.0 製品・サービスの品質 53.1

●2013年の経済成長見通し

日本 やや下降 特に中国人はかなり 「停滞 沈滞 と認識

●世界で戦う日本企業特有の条件（表１）

・「グローバル人材」は日中韓で共通

(注)複数回答可能な設問であるため、回答割合の合計は100%を上回る
（資料）日本経済新聞ほか「日中韓経営者アンケート」より作成

③ 事業を進めるスピ ド 42. 製品 サ ビスの品質 46.0 製品 サ ビスの品質 53.
・日本：やや下降、特に中国人はかなりの「停滞・沈滞」と認識

・中国：2012年よりは緩むも、総じて「順調に伸長」

・韓国：マチマチの見方。日本人は横ばいで、中国人はやや
強気、 韓国人はその中間

26

「グロ バル人材」は日中韓で共通

・中韓は「技術力」と「品質」の必要性を認識

・日本人は「各国市場への対応力」と「事業スピード」
重視で、見方が異なる(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 26

強気、 韓国人 中間


